
日本語教師の資格に関する調査研究協力者会議における検討課題の概要（案） 
 

 
 協力者会議では、主に以下の５点についての検討を行う。 
 
日本語教師の資格制度について 
（１）試験について 
  日本語教師の資格を取得するために必要な試験の内容のほか、試験の方法

について検討を行う。 
（２）指定試験実施機関・指定登録機関に求める役割について 
  試験実施及び登録機関を定める上で、全国各地での日本語教育の試験の円

滑な実施、安定的な登録及び管理運営が可能となるよう、求められる要件等に

ついて、詳細に検討を行う。 
（３）更新講習について 
  更新講習の教育内容のうち、必修・選択の区分及び単位時間の配分等につい

ての検討を行う。 
（４）教育実習について 
  日本語教師の資格を取得するために必要な教育実習の内容のほか，指導教

員及び実習実施機関について，一定の水準を満たす履修が可能となるよう，求

められる要件等について，詳細に検討を行う。 
（５）試験免除等の措置について 
  資格取得に際しては、「養成・研修報告書」に示された「必須の教育内容」

に基づいた知識の有無を測定する試験の合格を要件とすることが適当である

が、日本語教師養成機関の質の更なる向上を通じて日本語教師養成の専門家

の育成を促進する観点から、一部または全部を含めた試験の免除等の措置に

ついて検討課題とすることが適当であり、試験免除の対象及び範囲等につい

て詳細に検討に行う。 
（６）その他 
  制度運用開始後に試験や更新講習等の効果検証を行うための指標等、制度

運営に際し必要となる項目に関する検討を行う。 
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日本語教育機関の類型化について 
（１）日本語教育機関の類型及びその範囲 
  「日本語教育の推進に関する法律」附則第２条に規定されている「日本語教

育機関」の定義を明確にし、日本語教育機関を類型化するとともに、その範囲

に関する検討を行う。 
（２）日本語教育機関における日本語教育の水準の維持向上のための評価制度

等の在り方 
  日本語教育の水準の維持向上を図るための評価制度について、評価の対象、

評価実施者や評価項目、評価の方法等に関する検討を行う。 
（３）日本語教育機関における日本語教育に対する支援の適否及びその在り方 
  日本語教育機関に関する支援制度の整備について、その適否も含めた検討

を行う。具体的には、支援方法や内容、支援の対象等についての検討を行う。 
（４）その他 
  評価制度の運用方法等、制度運用に際し必要となる項目に関する検討を行

う。 
  



日本語教師の資格に関する調査研究協力者会議における 
審議スケジュール（案） 

 
 
 
 
７月９日 
（第１回） 
 

 
〇有識者会議の運営方針や今後のスケジュール等に

ついて 
〇『日本語教師の資格の在り方について（報告）』の説

明 
〇指定試験実施機関及び指定登録機関の要件につい

て 
〇ヒアリングの実施について 

 
１月 25日 
（第２回） 
 

 
○検討課題の整理 
 
〇日本語教育機関の類型化及び範囲について 
 
○その他必要な項目について 
 

 
２月上旬～ 
中旬 
（第３回） 
 

 
○日本語教育機関の評価制度等の在り方について 
 
○試験の内容・方法等制度設計について 
 
○免除規定について 
 
○更新講習の内容等について 
 
○その他必要な項目について 
 

 
３月上旬～ 
中旬 
（第４回） 

 
○日本語教育機関に対する支援の適宜等について 
 
○教育実習の内容等について 
 

並行して、教

育機関５～

６団体への

ヒアリング

を実施。 



○受験料・登録料等の設定について 
 
○その他必要な項目について 
 
※方針がまとまった課題について、とりまとめを行

う。 
 

 
 


